様式第９号（第９条関係）

補　助　事　業　の　成　果
 
１　工事出来高調書

	地区名
	工　種
	本年度実施計画高
	同左出来高
	摘要

	
	
	事業量
	事　業　費
	事業量
	事  業  費
	

	
	
	
	直営
	請負
	計
	
	直営
	請負
	計
	

	


	


	


	     円


	     円


	     円


	


	     円


	       円


	       円


	



	計
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	





２　（１）請負および竣工検査調書

	地区名
	区分
	施行
箇所
	構　造
または
工　法
	事業量
	設計金額
	請負金額
	請負人
氏  名
	着工年月日
竣工年月日
	竣工検査
	契約
方式
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 検  査
 年月日
	検査責任者職氏名
	
	

	


	


	


	


	


	  円


	  円


	


	


	


	


	


	



	計
	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	


	





（注）１．請負契約書に基づき、一契約ごとに記載すること。
 　　　２．請負契約に変更があったときは、設計金額欄および請負契約欄に当該年度の最後の設計金額およびこれに対する請負金額を（　）書きで上段に記載すること。                                  
 　　   ３．随意契約の場合は、備考欄にその事由を記載すること。                                      
 　　   ４．構造または工法の欄には、コンクリートダム、ロックフィルダム、コンクリート三面張水路、U字フリューム水路、アスファルト舗装道路等を記載すること。                                  
 　　   ５．地区名の下に（　）書きで事業主体名を記載すること。
                                                             
                     

（２）　直営調書

	科　　　　　　　　目
	金　　額
	摘　　　　要

	　　材料（資材）購入費
	   　　　　　　　円
	

	    用地買収費および補償費
	
	

	    機械器具費
	
	

	    換地費
	
	

	    その他
	
	

	    
	
	

	計
	
	



  ア　材料（資材）購入費調書

	品　　目
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

計
	


	


	        円


	        円


	





  イ　用地買収費及び補償調書

	区　　分

	地目および補償物件
(または権利)
	数　量

	金　　額

	摘　要


	

計
	


	


	        円


	




     （注）用地買収費、補償費ごとに金額の合計を記載すること。                 
  
　ウ　機械器具費調書                 
                                                                             
	品　　名
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

       計
	


	


	        円


	        円


	




   （注）摘要欄に型式、取得年月日、耐用年数、期間または時間等を記入すること。
　
　エ　その他

	品　　名
	品　　質
	数　量
	単　価
	金　　額
	摘　要

	

       計
	


	


	        円


	        円


	




             

 オ　財産管理台帳（令第13条第1号から3号までの財産）
                       
	事業名
	地区名
	事業
主体
	名 称
	形状
寸法
	数量
	単価
	取得金額
	検収または
取得年月日
	処分制限期間
	処分の状況
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用
年数
	処分制限
年月日
	処分の
種　類
	処分年月日
	補助金
返還額
	

	
	
	
	
	
	
	  円














	     円














	
	
	
	
	
	      円














	
  年度分

国費　　％
県費　　％













  注）１．数年にわたって施工する施設についても、当該年度で記載すること。備考欄に施工年度を記載すること。                                                                               
      ２．備考欄に当該事業に係る補助率を記載すること。                                           
      ３．取得金額欄は、請負比率で記入すること。（工区ごとに直工／直工合計×請負額とし、財産台帳記載対象外は除き千円単位で記入すること。
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